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生活圏のうち 45固で，昭和 45年同ベて 50年が上昇して帥 .U fI.-/'や J fI.-/，の傍証とまる。また-~
表一1 総合類型によるグループ特性
クワレー 7'J敬31ゲJレー7・ 人口増戒 ロ
増加司率イ JO r.台後延焼却丸、I~まi!.地層前| 寸ス /GIG"~. 北海. 20 %未婚
ェ峯他困難 or
17 ~;I::翁 ェまイ~)‘人保I or 
20"1'.台 ェ1ィu描1段階
20%令 20係以」ニ 17-20 % ェ業イじ痛2段階





















とするとき広域生活圏の就業機会充足率R(j)及び i広域生活圏の j産業の就業機会増加寄与率Q(i， j) 
は次のようK定義した。
(i)x(i)孟αのとき
p Ci)'=X 0) +z (i)~S (j) 
pp(j) ~αYW+z (i) 
(jD X (i)くαのとき
p 0) ~p p (j) ~αY (j) +z 0) 
以下，(j)及び (jDi'C共通
Q (i， j) ~W (i， j)/P (i) X 100 








'i R (i)~.E Q Ci， .j) 和。








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 7)若年人口残存率o(i) ~ P50 (i) /P35 (i) x 1∞ ただし， P50 (j)は 50年の 15-29歳入口であ
!I ， P35 (j)は 35年の 0-14歳入口である。
注 8) i広域生活閣の 35年の 10-1 4歳入口をP35(j)とするとき，戦後ベピーブーム世代の残存率は，
45年の残存率~ 45 (i) ~P45 (j) /P35 (j) X 1∞ P45 (j)は i聞の 45年の 20-2 4歳入口
5 0年の残存率~ 50 (j) ~ P50 (j) /P35 (j) X 1∞ P50 (i)は i圏の50年の 25-2 9歳入口，
と定義した。
注 9)関連論文1)及び 3)VCとの章の内容の詳細は記述してある。
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